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現在、園芸試験場では、おうとうを中心にやまがたブランドを形成するオリ

ジナル品種の開発と温暖化に対応した新たな品目の導入技術開発、最新の知見

をシーズとした次世代型トマト長期多収栽培等の開発、省力・低コスト・省エ

ネルギー技術の開発等、県の広域的な、さらには中長期的視点に立った課題を

研究テーマとして、山形県の中核試験研究機関として取り組んでいる。一方、

短期的な現場課題については、県内各地域の総合支庁農業技術普及課産地研究

室が対応することとして役割分担し、産地研究室では、地域の園芸産地を支援

するため、地域や農業者の身近な技術的課題に対して普及活動と一体的に迅速

な技術開発と技術移転を進めている。 

今後も時代や社会ニーズに対応した研究課題を設定し、若い農業者にとって

魅力ある園芸農業を推進していくため、引き続き国内外の産地間競争に打ち勝

てるオリジナル品種の開発を進めるとともに、スマート農業技術（規模拡大や

労働力不足の進行に対応した、ＩＣＴ等の先端技術を活用した自動化・省力化

技術や、軽労化技術、高生産性栽培技術）等の開発を進める。併せて、今後も

温暖化が進行することが予想されているため、温暖化に対応できる品種や栽培

技術の開発等を進めるなど、今後とも本県の園芸農業の発展に寄与する技術開

発の中核を担っていく。 

 

 

３ 研究開発の方向性と主要研究課題 

 

今後、日本の人口減少に伴う消費量の減少や生活スタイル等の変化が想定さ

れることから、園芸試験場では、高品質な園芸作物の生産技術に加え、今後実

需の中核となる可能性の大きい加工･業務需要品目、また、食の多様化に対応

できるような在来系統を含む地域特産物等の栽培技術開発を進める必要があ

る。 

そのため、本県の園芸作物のブランド力を向上させることが重要であること

から、これまで蓄積してきた遺伝資源やノウハウを活かし、果樹を中心とした

山形ブランドを形成するオリジナル品種の開発を進める。さらに、本県の特性

を活かし、「山形発」を付加価値とした高品質・多収生産技術を開発するとと

もに、新たに市場ターゲットとする西日本や海外への流通拡大に向けて、消費

拡大に繋がる遠距離輸送に対応した技術を開発する。 

また、今後園芸全般に法人化が進み経営規模の大規模化が想定されるため、

スマート農業技術の導入とともに省力化や軽労化技術、栽培技術のマニュアル

化を図りながら、経営の大規模化に即応した超省力・低コスト栽培技術開発を

進める。 
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一方、地球温暖化の進行が危惧されているため、炭酸ガス削減等に向けた環

境にやさしい省エネルギー・温暖化対策技術開発の取り組みも推進する。 

今後とも、園芸産地の強化と拡大を図るには、これまで以上に新たな技術革

新を活用した実用的な独自研究や実証研究を進めるとともに、行政、普及、農

林大学校等と密接に連携し、本県の産地や生産現場が直面する直接的課題に的

確に対応するとともに、実践的な試験研究を進めていく。また、基礎的研究等

についても山形大学や国立研究開発法人等と連携を図りながら進める。 

 

（１）山形ブランドを形成するオリジナル品種の開発 

【現在の８～１６倍（確率）の育種の効率化】 
 

○これまでにない高品質・多収品種開発 

①さくらんぼ（極早生～晩生(特に早生白肉)、超大玉（４Ｌ(31mm)以上）、 

日持良、着色良、高糖度、自家和合性、霜に強い） 

②ぶどう（黒色、赤色の着色良好で高品質なシャインマスカットのように

種なしで皮ごと可食可能） 

③りんご（早生で着色良好、高温障害がない、主要病害に強く高品質） 

④西洋なし（｢ラ・フランス｣を上回る芳香と食味、食べ頃が分かりやすい） 

⑤りんどう(極早生(7/上)で、これまでにない色、形状(ﾋﾟﾝｸ・ｽﾌﾟﾚｰ)を有

する) 

⑥特産園芸作物（加工なすなど） 

 

○育種を効率化するＤＮＡマーカー利用技術開発 

①ＤＮＡマーカー利用による育種の加速化 

②開発品種の識別技術の確立 

 

○山形県の特性や食文化を継承する遺伝資源の活用と確保 

①在来作物の評価と機能性等のスクリーニング 

②在来作物等の遺伝資源確保及び保存 

③県内における在来作物について十分なデータの蓄積と、特産品としての

栽培技術 

 

（２）経営の大規模化に即応した超省力・低コスト技術、軽労化技術の開発 

【一人で、現在の２倍以上の面積を栽培】 
 

○超省力・軽労化生産技術開発 

①超省力・軽労化技術（仕立て方）の開発・実証 

②花きの一斉収穫を可能とする開花調節技術 

③大規模化に向けた体系化技術 
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○初心者、高齢者でもすぐにできる果樹剪定技術開発 

①栽培技術のマニュアル化・見える化可能な仕立て方 

②果樹の低樹高栽培等、早期成園化技術 

③省力化・軽労化技術 

 

○自動灌水技術等による省力的根圏環境制御技術開発 

①自動灌水装置等を活用した根の活性化による土地利用型野菜の効率的な

栽培技術 

 

（３）高品質・多収生産技術の開発 

【高品質で、収量が現在の１．２倍以上となる技術】 

 

○高品質生産技術開発 
①リモートセンシング技術を利用した生育の詳細把握と高度で革新的な栽

培技術開発（画像認識による病害虫判定と予測及び対策技術、植物栄養診

断等、栽培環境の蓄積と活用による因果関係の解明）等 

②熟練技術の解析と見える化、マニュアル化（篤農家の技術ノウハウの解析

と栽培技術の見える化による効率的な高品質生産技術） 

 
○超多収生産技術開発 

①ＣＯ２施用や複合環境制御装置等を組み合わせた生産技術 

②WiFi 等による効率的なデータ通信網を活用したモニタリング技術 

③わい性台木等を活用した果樹の密植栽培技術 

④密植栽培やインタープランティング（追加定植）等を活用した多収栽培技

術 

 

（４）消費拡大に繋がる技術の開発（流通・長期貯蔵技術開発） 

【世界及び西日本への出荷拡大】 

 
○長期貯蔵・長距離輸送技術開発 

①果物の長期貯蔵技術(さくらんぼ、西洋なし等) 

②国内外のサプライチェーンをみすえた技術 

 

○輸出拡大に向けた技術開発 

①輸出先のニーズに対応した品種と生産・輸送技術 

②輸出向け防除技術 

（輸出相手国の農薬残留基準に抵触しない天敵や生物資材、物理的防除法

の開発等輸出向け 防除技術）  
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○食の多様化に対応した加工需要向け栽培技術の開発 

  ①次世代の需要を見越した園芸作物の導入 

  ②新規導入作物の低コスト省力栽培技術と多収技術 

 

（５）環境に優しい省エネ・温暖化対策技術の開発 

【県内の資源を最大限活用した園芸農業の実現】 

 

○環境保全型農業推進のための技術開発 

①天敵・微生物資材を使った病害虫防除技術・農薬散布回数削減技術 

 ②堆肥等有機質資材を活用した生産技術 

○地域自然エネルギーを活用した栽培技術開発（防止策） 

①地域エネルギー（木質バイオマスエネルギー、地中熱、地下水熱、雪冷  

熱等）の活用による収益性の高い生産技術 
 

○地球温暖化に対応した技術開発（適応策・活用策） 

①すだち・甘柿以外の暖地型作物の導入 

②高温時でも品質が高いさくらんぼやりんごなどの栽培技術 

③気候変動に伴う花芽分化、休眠等の生理的かく乱の究明と安定生産技術 

④気象災害（凍霜害、台風等）対策技術 

⑤新たな病害虫や発生消長の変化に対応した防除技術（野鼠対策を含む） 

 

４ 研究推進と技術移転に必要な対応策 

 

（１）研究課題設定の視点と外部との連携 

研究課題の設定に当たっては、国や県の施策を踏まえつつ、従来の農業者

視点の考え方と、マーケット・インの考え方も合わせながら、流通関係者、

実需者、消費者等への事前調査、研究中間段階での再調査なども行い、研究

成果の移転先のニーズとのマッチングに努める。 

研究の実施に当たっては、必要に応じ、連携と協力に関する協定を締結し

ている山形大学農学部をはじめとする大学、国立研究開発法人研究機関、他

都道府県の研究機関などとの連携のもとに効率的な研究開発が実施できる

ように努める。 

 

（２）研究人材の育成 

園芸分野における県の中核的研究機関として、将来の需要動向を的確に把

握しながら本県の園芸農業の振興に貢献する技術開発や、多様で先進的・高

度な研究課題などに対応するためには、研究員の資質向上が重要となる。そ

のため、国立研究開発法人研究機関や大学等への研修派遣や、競争的研究資
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金等による他機関との共同研究、日常業務で行うＯＪＴ等により、計画的で

効率的・効果的な人材育成を進めていく。 

 

（３）園芸技術の拠点施設として積極的な技術移転を推進 

園芸試験場の研究成果については、迅速かつ効率的に移転することをめざ

して、県の農業技術普及組織を通して県内の生産者団体や生産者に普及して

いくとともに、試験研究課題の進捗に応じて研修会等により情報提供を行う

など、積極的にその普及に取り組んできた。 

一方、生産者の経営や販売形態の多様化が進むなかで、普及組織や既存の

生産者組織と接点のない生産者が増加していることや、より直接タイムリー

な情報を求める生産者等への対応が求められている。 

さらに、学会、品目・樹種別研究会への発表、各種専門雑誌への寄稿、新

聞をはじめとするマスメディアを活用した公表などパブリシティ活動を展

開していくとともに、技術のマッチングイベントなど様々な場が設けられて

いることから、これらの機会を捉えて、研究成果の普及を図っていくことが

重要となっている。 

そのため、積極的に技術移転や県民理解の醸成を図ることが重要であり、

場内に整備した技術移転拠点施設を活用して、開発技術の説明や研究成果の

展示、専門スタッフによる研修等を実施していく。 

また、新規就農者等に対する研修については、将来の園芸農業の担い手を

育成するだけではなく、園芸試験場が開発した技術の普及や現場ニーズの把

握にもつながることから、より効果的で充実した研修が実施できるよう、関

係機関と連携し、研修生の受入れ機能の強化を図る。 

 

 


